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１ ．いまの日越関係は最高の状態
　私は2015年６月にハノイにやってまいりました。本日
は、ベトナムの政治経済の現状をお話しいたします。
　いま、日越関係は最高の状態にあるといわれています。
これは、ハノイ駐在の梅田邦夫大使も、行事の挨拶などの
際に必ずおっしゃっています。ハノイで生活していると、
まさにそのとおりだと感じます。
　まず、両国のトップレベルの往来が非常に活発です。
2017年だけでも、１月に安倍総理がベトナムを訪問しまし
た。実は安倍総理が２回目に総理大臣となった後、2013年
１月に最初の外遊先に選んだのがベトナムでした。さら
に、２月から３月にかけて、これは歴史の大きな節目に
なったと思いますが、天皇皇后両陛下がベトナムをご訪問
なさいました。ベトナムの方々も非常に感激したようで、
日越の友好関係にとって大きな意味があったと思います。
このとき、私も取材でハノイや昔のグエン朝の首都があっ
たフエまでまいりました。特にフエでは、若い方々が沿道
にずっと並んで旗を振って出迎えてくれるなど、日越関係
が非常にいいと深く感じました。
　逆にベトナムからは、いろいろな閣僚が来日していま
す。主なところでは、グエン・チー・ズン計画投資大臣、
チャン・トゥアン・アイン商工大臣、ファム・ビン・ミン
副首相兼外務大臣、そして６月にはグエン・スアン・フッ
ク首相などです。現在も、越日友好議員連盟のファム・ミ
ン・チン会長が訪日中です。この方は、ベトナム共産党の
中枢である政治局員の一人です。
　日本の政治家では、衆議院議長の大島理森さんもいらっ
しゃいました。また、日本とベトナムが協力して設立した
日越大学は、大学院が昨年、開校していますが、来週から
始まる新学期の開校式に、日本の政治家や教育関係の方々
がいらっしゃると伺っています。
　11月に中部のダナンで開かれる APEC には21の国と地
域が参加しますが、安倍総理はもちろん、米国のトランプ
大統領、中国の習近平主席、ロシアのプーチン大統領、韓
国の文在寅大統領などが顔をそろえる予定です。ベトナム
としては、国際社会で大きな役割を果たしているとアピー
ルするいい機会になるでしょう。
　日本とベトナムの関係を簡単に申し上げると、ベトナム
にとって日本は最大の ODA 供与国です。投資額は第２
位、ちなみに１位は韓国です。観光では第３位、貿易では
第４位となっています。１、２、３、４とそろっているの
で、ベトナムの方はよくこの話をします。
　ODA 関係は、大きな案件がいくつか進行しています。
南部の大都市ホーチミンでは都市鉄道を建設中ですが、中
心部の地下鉄については日本の高い技術力に期待してお
り、そのトンネル工事の起工式が５月にありました。
　北部のハイフォンは古くから栄えてきた港町であり、
ODA で港の拡張整備を行っています。その一部として、
港湾に通じる道路や橋の開通式が明後日に行われ、フック
首相も出席の予定です。この橋は全長が5.4キロ、海に架
かる橋としてはベトナムで最長となります。
　こういったハード面だけではなく、ソフト面、文化面の
交流も深まっています。本日、ご講演なさる勝さんは、日
本の絵本をベトナムで普及させる活動を何年も前から続け
ていらっしゃいます。
　しかし、日越関係はいい面ばかりではありません。い
ま、一番心配されているのは技能実習生の問題です。新興
国から日本に行って、実際に仕事の現場で働きながら技能
を身に付けるという趣旨ですが、日本に行って低賃金で長
時間こき使われたという不満の声も挙がっています。制度
の趣旨と受け入れ側の日本企業の考え、参加したベトナム
人の希望などが少しずつずれていることが原因かと思いま
すが、特に若い人たちの間で、日本に行ってみたらがっか
りしたという声が広がらないかと心配です。
　一方、日本人は一般的にベトナム人にいいイメージを
持っていますが、日本でベトナム人による犯罪が少しずつ
増えています。やはり、日本に行く人が多くなればよから
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ぬ人物も増えるだろうし、ベトナム人が犯罪を犯すと大き
なニュースになる傾向があるような気がします。
　日本の警察に聞いてみると、ベトナム人の犯罪は、凶悪
犯罪も少しはあるものの、大半は万引きなどだそうです。
ベトナム人にどう対応するか、警察も困っている面がある
ようです。
２ ．安定成長が続くベトナム経済
　現在のベトナム経済は、基本的に安定成長が続いていま
す。2017年上半期の経済成長率は5.73％でした。ベトナム
は社会主義経済であり、計画経済です。今年の経済成長率
の目標は6.7％なので、あらゆる手段を使って目標を達成
するよう、フック首相が命じました。
　細かく見ると、１～３月の第１四半期は5.15％だったの
で、４月以降にやや回復したとみられています。この
5.15％というのは３年ぶりの低い水準ですが、その主な原
因はサムスン電子だといわれます。サムスンの GALAXY 
Note ７の発火事故が相次ぎ、その主要な生産拠点であっ
たベトナムが影響を受けたようです。ベトナム政府は外国
からの投資を積極的に受け入れており、サムスンがベトナ
ムの輸出額全体の23％程度を占めた結果、「サムスン頼
み」の構造になっています。
　国内のインフレは、かなり低水準に抑えられています。
この２年間で、物価上昇が問題になった記憶はありませ
ん。８月までの年初来の物価上昇指数は3.35％と、日本と
比べるとすごい数字ですが、かつてはベトナムの物価上昇
率が10％以上だったこともあるので、かなり収まっている
と言えるでしょう。
　ちなみに、政府の今年の物価目標が５％以内なので、そ
れを十分に下回っています。細かく見ると、制度変更に
よって医療費の個人負担が増え、またベトナム人は教育熱
心なので、教育関連の支出は非常に増えています。一方、
いろいろな食品の値段が下がっています。
　ベトナム経済が好調である大きい要因の一つは、外国企
業による積極的な投資です。１～８月の直接投資額は、前
年比で45％も増えています。１位が韓国で２位が日本です
が、６月時点では日本が１位でした。これは、ベトナム中
部に火力発電所を建設するプロジェクトに丸紅などが加
わっていることによるもので、確か2500～3000億円くらい
の大型案件だったと思います。
　こうした背景から、まるで日本の高度経済成長時代やバ
ブル期のように、インフレ型でお金をどんどん使う形の経
済分野が著しく伸びています。その代表が不動産開発で
す。ハノイやホーチミン市では高層ビルや高層マンション
が続々と建設中であり、これに日本企業がどんどん参加し
ています。
　最近では、７月に前田建設工業が手掛けたホーチミンの
マンションが発売になりました。ほかにも、代表的なとこ
ろでは、阪急不動産と西日本鉄道がホーチミン市でマン
ションを造っています。三菱商事はハノイやビンズオン省
でマンション、大和ハウス工業やフジタがハイフォンでマ
ンションやホテルといった具合です。
　ベトナム側でも、日本からの投資をもっと呼び込みたい
と考えており、ハノイに本社のある FLC GROUP という
企業が2017年９月に東京の帝国ホテルで日本の企業や個人
を対象に事業説明会を開催し、リゾートマンションなどを
紹介すると聞いています。
　ベトナムのメディアで、６月頃から、建設工事用の砂の
不足が話題になっています。そのため、砂の価格が上昇
し、インフラ整備や住宅建設に影響が出始めているようで
す。砂の採掘の影響で、地盤沈下や川岸の家が崩落すると
いった問題も指摘されています。
　もう一つ、高度経済成長の特徴として、生命保険や損害
保険の販売額が伸びています。日本企業も合弁で事業を始
めており、今年上半期は前年比で約２割の伸び、特に生命
保険は３割も増えているそうです。保険の販売額が増える
ということは、高度経済成長あるいはインフレが今後も長
いスパンで継続すると考えられていることが背景にあるの
ではないかと思います。
　もちろん、いいことばかりではありません。ベトナムの
国家財政の悪化が、2016年後半からよく聞かれるようにな
りました。「65％ルール」といって、公的債務残高を GDP
の65％以内に抑えるということを６年前の国会で決め、
2020年まで継続することになっていますが、2016年末の時
点で64％に達したようです。
　そのため、海外からの ODA ではなく、民間資金を使っ
て建設し、一定期間後に政府に引き渡す BOT や、最初か
ら官民の資金を使う PPP などの利用が話題になっていま
す。2017年１月にベトナムを訪れた日本商工会議所の三村
明夫会頭も、この問題に言及していました。
　また、環境問題も話題になっています。2016年４月にベ
トナム中部で魚が大量に死亡する事件が起き、調査の結
果、台湾企業が建設していた製鉄所の排水に有害物質が含
まれていたことが分かって、漁民に巨額の賠償をするとい
うことがありました。それ以降、水や空気の汚染に対する
批判が高まっています。
　一方、ハノイやホーチミン市では、大雨が降ると低い土
地が頻繁に冠水します。気候変動とか環境対策への関心が
高まっており、そうした面でも日本の政府あるいは企業の
技術力に対する期待が高まっています。
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３ ．日本企業は輸出志向から内需獲得へ
　ベトナムに進出している日本企業の動向は、「輸出志向
から内需獲得へ」といっていいでしょう。例えば、空調機
のダイキンがベトナム北部に100億円をかけてエアコン工
場を建設し、2018年夏に操業を始める計画があり、日本の
製造業としては久しぶりの大型案件と話題になっていま
す。つまり、それだけ製造業の大型投資が減っているとい
うことです。
　日本企業による投資のうち、製造業は３割程度で、あと
の７割は非製造業やサービス業です。例えば、イオンは以
前からホーチミン市やベトナム南部に店舗を展開していま
したが、2015年秋にハノイ１号店を出しました。百貨店の
髙島屋は2016年夏にホーチミン市に出店し、セブン―イレ
ブンも2017年６月にホーチミン市に第１号店をオープンし
ました。紀伊國屋書店は現地の書店と提携して日本コー
ナーを作りましたが、もうすぐハノイのイオンモールに出
店すると聞いています。
　ベトナムでは、日本の食品に対する関心が高まっていま
す。私はソウル駐在の経験もありますが、韓国と比べる
と、ベトナムの人々は繊細な味を理解し、おいしいものは
受け入れる素地があると思います。ベトナム人は日本料理
が大好きで、ハノイにもホーチミン市にも日本料理店がた
くさんあります。そのため、日本の農水産食品関係の商談
会や行事が非常に多く開かれており、この８月だけでも、
北海道と福島県の知事がホーチミン市を訪れてトップセー
ルスをなさいました。
　私は、果物の取り引きは日越関係を象徴していると思い
ます。ベトナムでは2007年に植物検疫法が施行され、日本
からベトナムに果物を輸出できなくなりました。そこで日
本がいろいろ働きかけた結果、2015年９月にリンゴが解禁
になりました。このとき、ベトナムの最高指導者である共
産党のグエン・フー・チョン書記長が来日し、ベトナム産
マンゴーの日本への輸出も認められたのです。さらに、
2017年１月に安倍総理がベトナムを訪れた際にナシの輸出
が解禁になり、同時に、ベトナム産の果肉が赤いドラゴン
フルーツの日本への輸出も解禁になったのです。日越関係
が良好になれば、これからも他の果物の輸出入が増えてい
くのではないかと思います。
　先ほどの「日本企業は輸出志向から内需獲得へ」という
お話に戻ると、日本企業は、ベトナムの安い人件費を使っ
て製造したものを輸出するという形から、豊かになったベ
トナムの消費者に商品やサービスを販売する形に確実に移
行しています。ベトナムの人口は9000万人以上と多く、１
人当たり GDP は2015年時点で2000ドルを超え、一説によ
るとホーチミン市では5000ドルを超えているそうなので、
これからもっと売れるようになるでしょう。平均年齢が低
くて教育熱心なので、そういった産業も期待できます。一
方、これからは高齢化が進むとみられるので、経済発展と
ともに年齢構成の変化に対応した新サービス、健康や福祉
などの分野が伸びるのではないかと思います。
４ ．これからのベトナム経済に向けた動き
　将来に向けた変化の兆しについて、私見も交えてお話し
いたします。ベトナムの二輪車の保有台数は4500万台、都
市部では一人１台の割合で普及していますが、ハノイは交
通渋滞がひどい。そこで、2030年には市の中心部を完全に
自家用二輪車禁止にすることが決まりました。ホーチミン
市やダナンでも同じような規制案が出され、これに反発し
ている人も少なくありません。エンジンの排出ガス規制が
強化されたので、ホンダの工場では、もうスーパーカブは
製造しないそうですが、一方でベトナムではデザインが
かっこいいスクータータイプがどんどん増えているとのこ
とです。ホンダがベトナムでオートバイの生産を始めて20
年ですが、オートバイ産業は確実に曲がり角にさしかかっ
ていると思います。
　トヨタは、６月にハイブリッド車のセミナーを行いまし
た。ベトナムでは自動車はまだぜいたく品なので、買える
人は少ないと思いますが、将来を考えているのだと思いま
す。また、三菱自動車の益子社長が７月にベトナムのフッ
ク首相とお会いして、ベトナム政府によれば、電気自動車
生産の話をしたということになっています。
　ベトナムでは自動車産業を誘致しようとしていますが、
やはり産業構造の大きな変化を見越しているのでしょう。
かつて、ベトナムでは固定電話はあまり普及していません
でしたが、IT 革命によって、一気に携帯電話やスマート
フォンへ移行しました。同じように、従来のガソリン車か
ら一気に電気自動車へ移行することを考えているのかもし
れません。サムスンをはじめ、韓国の電気・電子メーカー
が数多く進出しているので、電気自動車の製造には有利に
働くかもしれません。
　投資先としてのベトナムの魅力は、まず治安がいいこと
です。昨年の春にバンコクへ行って驚いたのは、駅やビル
の警備が強化されていたことです。タイはちょっと政情が
不安になっているので、バンコクの日系企業でも、従来は
東南アジアの主要な拠点はバンコクだったが、これから先
もタイ中心でいいのか考えているとおっしゃっていまし
た。その時のオプションの一つとして、ベトナムは社会主
義国ならではの管理の厳しさが逆にメリットになるかもし
れません。
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　最後に、政治面の最近の動きをご紹介します。ベトナム
は共産党の一党支配体制であり、政府よりも党の決定のほ
うが力があります。党の主要メンバーの中では、書記局常
務という、日本でいえば幹事長クラスに当たるディン・
テ・フインさんが病気療養のために５月から姿を見せてお
りません。また、石油ガスの国営企業の会長から運輸大臣
に転じたディン・ラ・タンさんは、インフラ整備などで日
本とも関係のある方でしたが、今年の５月に解任されまし
た。ベトナムの国家元首に当たる国家主席のチャン・ダ
イ・クアンさんは、７月以降、表舞台から姿を消していま
したが、１カ月ぶりに動静が報道されました。この先、10
月に共産党内で重要事項を決める会議があるので、いまの
ところ注目しています。私のお話は以上です。ご静聴あり
がとうございました。
質疑応答
Ａ：　ベトナムはこれから自動車製造に力を入れていくと
思いますが、自動車交通システムを含めて、政府の方
で何か動きはありますでしょうか。また、日本に行っ
て帰ってきた技能実習生が再就職をしたとか起業した
といったお話、あるいは日本の関係機関がそれをサ
ポートするといった事例などをご存じでしたら、教え
ていただけますでしょうか。
冨田：　自動車と交通体系については、自動車の保有台数
の増加に対応して、ハノイやホーチミン市では都市鉄
道の整備を進めています。また、バスなどの公共交通
機関の比率が、現在は10数％ですが、2030年には50％
まで引き上げるという計画もあり、そういった問題意
識は確かにあるようです。
 　技能実習生について、ご指摘の点は非常に重要で、
昨年11月に赴任した梅田大使とお話ししたときに、個
人的に一番大事な問題は実習生のことだと明言してい
ました。日本大使館あるいは日本政府もベトナム政府
と協力して、送り出す機関や受け入れ側のチェックを
しっかりやるようにしています。日本では、11月に技
能実習適正化法が施行されます。さらに、日本で学ん
だ技術を帰国後に生かせるよう、ベトナム側も日本側
もいろいろ考えているようです。
Ｂ：　日本とベトナムの関係で、この10年で最も大きかっ
たのは新幹線と原発だと思いますが、いずれもほぼだ
めになったようですが、現状はいかがでしょうか。
冨田：　原発については、2016年11月に、財政負担が大き
いために断念するという発表がベトナム政府からあり
ました。ただ、これが中止を意味するのか、それとも
とりあえず中断しただけで再開の可能性があるのか
は、もう少し様子を見る必要があると思います。
